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事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドラインについて

厚生労働行政の運営につきましては、日頃から格別の御協力を賜り厚く御礼

申し上げます。

近年、高齢化の進展等により、労働安全衛生法に基づく一般健康診断の結果、

異常所見が認められる者が 5割を超えるなど、健康上何らかの問題や疾病を抱

えながら働く方々が増加する傾向にあります。

一方で、診断技術や治療方法の進歩により、疾病を抱えていても離職や休職

をせずに治療を受けながら仕事を続けられる可能性が高まってきており、例え

ば、がんの治療のため、仕事を持ちながら通院している方は 33万人に上るとい

う推計もあります。

しかしながら、疾病を抱える方の中には、仕事上の理由で適切な治療を受け

ることができなかったり、疾病に対する自分自身の不十分な理解や職場の理

解・支援体制不足により、治療と仕事を両立することが困難になったり、離職

を余儀なくされたりする事例がみられます。また、多くの企業が疾病を抱えた

従業員の対応に苦慮しているとし、う現状もあります。

疾病を抱えた方々が、適切な治療を受けながら、仕事を続けられるように支

援することは、国民の健康の保持増進や活躍の促進のみならず、企業にとって

も人材の確保や生産性の向上につながるものであり、さらには社会の活力の維

持向上にもつながるものと考えられます。

こうした治療と職業生活の両立支援のためには、企業のみならず、産業医等

の産業保健関係者、医療関係者、地域の支援機関などの関係者がそれぞれの取




